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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい
      ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第14期中間会計期間及び第14期、第15期、
第16期中間会計期間については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
第15期中間会計期間については、潜在株式が存在するものの１株当たり中間純損失であるため記載しており
ません。 

４．従業員数は就業人員数であり、平均臨時雇用者数は（ ）内に外書きで記載しております。 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自平成18年 
２月１日 
至平成18年 
７月31日 

自平成19年 
２月１日 
至平成19年 
７月31日 

自平成20年 
２月１日 
至平成20年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 
至平成19年 
１月31日 

自平成19年 
２月１日 
至平成20年 
１月31日 

売上高 (千円) 2,811,580 3,073,272 3,307,088 5,959,462 6,444,178 

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) 87,487 △39,895 33,673 174,968 92,168 

中間（当期）純利益又は 
中間純損失（△） 

(千円) 42,197 △51,286 23,861 85,630 20,270 

資本金 (千円) 291,647 291,647 291,647 291,647 291,647 

発行済株式総数 (株) 8,230 8,230 8,230 8,230 8,230 

純資産額 (千円) 1,167,718 1,117,714 1,169,955 1,211,596 1,188,299 

総資産額 (千円) 3,446,571 3,787,072 3,793,203 3,757,466 3,717,489 

１株当たり純資産額 (円) 141,885.63 135,809.83 142,157.42 147,210.10 144,386.35 

１株当たり中間（当期）
純利益金額（△）又は１
株当たり中間純損失金額 

(円) 5,179.55 △6,231.68 2,899.33 10,456.76 2,462.98 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

(円) － － － － － 

１株当たり配当額 (円) － － － 5,000 5,000 

自己資本比率 (％) 33.9 29.5 30.8 32.2 32.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 124,717 102,270 178,133 304,772 338,775 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △456,243 △96,692 △189,725 △892,626 △226,107 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 342,091 56,503 3,729 573,487 △58,256 

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

(千円) 216,372 253,521 237,988 191,440 245,851 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
308 
(342) 

310 
(430) 

279 
(448) 

310 
(374) 

303 
(361) 
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２【事業の内容】 
   当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 
   該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 
(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を
（ ）外数で記載しております。 

(2）労働組合の状況 
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

平成20年７月31日現在

従業員数（人） 279（448） 
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第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
(1）業績 
 当中間会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に伴う金融市場の混乱や原油・小麦等原材料価
格の高騰などから経営の転換を余儀なくされている企業も出始め、厳しい状況が続いております。 
 また、当社が属する外食産業におきましては、相次ぐ食品偽装による食の安全性の問題や原材料価格高騰による
食材原価の上昇、原油価格高騰による輸送コスト上昇などから、依然として厳しい経営環境が続いております。 
 このような環境のもと、当社は、営業面につきましては、ＱＳＣ（商品の品質・サービス・清潔さ）レベル向上
に向けた社員教育の継続的な取組みを行いながら、関東地区１店舗、東海地区１店舗の計２店舗を出店し、当中間
会計期間末の店舗数は86店舗となりました。また、期間限定メニューの販売を定期的に実施したことにより、新規
顧客開拓・リピーター確保に繋がりました。その結果、売上高は概ね順調に推移し既存店売上高の前年対比は
100.5％となりました。 
 販売費及び一般管理費につきましては、ガス単価は引き続き上昇傾向にはありますが、全店において、ガス使用
量削減を実施し、更に現在、新規店舗に加え既存店にも電化厨房設備導入を計画的に進めており、光熱費全体の削
減努力を行っております。また、店舗人員配置の適正化推進による人件費圧縮も同時に進めており、その他販管費
の削減についても順次取組んでおります。 
 その結果、当中間会計期間の売上高は3,307,088千円（前年同期比7.6％増）、経常利益は33,673千円（前年同期
は39,895千円の経常損失）となり、中間純利益は23,861千円（前年同期は51,286千円の中間純損失）となりまし
た。 

(2）キャッシュ・フロー 
 当中間会計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比較して7,862千円減少し、当中間会計期間末
は237,988千円となりました。 
 当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間会計期間において営業活動により得られた資金は、178,133千円（前年同期比74.2％増）となりました。
これは主に、税引前中間純利益50,639千円、減価償却費が132,819千円及び仕入債務の増加が44,671千円に対し
て、利息の支払額が20,502千円あったことなどによるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間会計期間において投資活動に使用した資金は、189,725千円（前年同期比96.2％増）となりました。これ
は主に、新店舗の開設により有形固定資産の取得による支出が145,068千円あったことなどによるものでありま
す。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は、3,729千円（前年同期比93.4％減）となりました。こ
れは主に、長期借入金の返済による支出が298,246千円ありましたが、新規の長期借入による収入が330,000千円あ
ったことなどによるものであります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
 当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によって表示しております。 
    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 
    当社は飲食業であり、見込生産によっておりますので、受注高並びに受注残高については記載すべき事項はあり

ません。 

(3）販売実績 
 当中間会計期間における販売実績を都道府県別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 生産高（千円） 前年同期比（％） 

醤油タレ他 22,941 69.5 

合計 22,941 69.5 

  売上金額（千円） 前年同期比（％） 

ラーメン事業     

北海道 804,978 106.2 

茨城県 507,829 97.2 

栃木県 255,721 101.7 

埼玉県 378,318 116.2 

千葉県 370,119 103.3 

群馬県 215,874 101.9 

東京都 52,848 104.6 

宮城県 66,985 86.4 

静岡県 200,867 99.4 

福島県 45,181 96.1 

神奈川県 113,394 134.7 

岐阜県 50,658 92.6 

山梨県 66,261 94.9 

山形県 32,919 73.7 

愛知県 66,433 457.3 

三重県 78,695 － 

合計 3,307,088 107.6 
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３【対処すべき課題】 
  今後のわが国経済は徐々に景気回復の兆しが見えてきておりますが、外食市場規模は伸び悩んでおり外食チェー
ン企業間の出店競争も益々激しくなっている状況であります。 
 このような状況下で、当社の対処すべき課題は、以下のとおりであると考えております。 
① お客様のニーズへの対応について 
② 出店計画の達成について 
③ 食の安全性、食材の安定確保について 
④ 人材確保への取組みについて 
⑤ 原材料・エネルギーコストの高騰への対処について 

４【経営上の重要な契約等】 
 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

５【研究開発活動】 
 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
 前事業年度末における設備計画のうち、当中間会計期間に完成したものは次のとおりであります。 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含みます。）は、当中間会計期間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 
(1) 重要な設備の新設 
当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．投資予定金額には、敷金及び保証金を含んでおります。 
    ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な改修 
    該当事項はありません。 

(3) 重要な設備の除却等 
    該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
(人) 建物及び 

構築物 
工具器具 
備品 

差入保証金
等 その他 合計 

ラーメン山岡家鈴鹿店 
（三重県鈴鹿市） 

ラーメン 
事業 

店舗
設備 

47,929 － 7,060 － 54,989 ２（６）

ラーメン山岡家平塚店 
（神奈川県平塚市） 

ラーメン 
事業 

店舗
設備 

38,670 1,385 14,879 － 54,935 ３（９）

合計 ― ― 86,600 1,385 21,939 － 109,924 ５（15）

事業所名 
（所在地） 

設備の 
内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 完成後の 
増加能力 
（席） 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 着手 完了 

ラーメン山岡家 
八千代店 

（千葉県八千代市） 

店舗 
設備 

33,000 19,993 
自己資金 
長期借入金 

平成20年６月 平成20年８月 74 

ラーメン山岡家 
東千葉店 

（千葉県千葉市） 

店舗 
設備 

35,350 32,100 
自己資金 
長期借入金 

平成20年６月 平成20年８月 58 

ラーメン山岡家 
つくば中央店 

（茨城県つくば市） 

店舗 
設備 

23,800 4,320 
自己資金 
長期借入金 

平成20年８月 平成20年９月 33 

合計   92,150 56,413 － － － 165 
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第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ
      ります。 

２．「提出日現在発行数」欄には、平成20年10月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

（２）【新株予約権等の状況】 
    旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成18年４月28日定時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。た 
    だし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数に 
    ついてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 
    調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
     また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社 
    が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は合併比率等に応じ 
    必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 
   ２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の算式により調整された行使価額に各新株予約権１ 
    個当たりの株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,920 

計 32,920 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成20年７月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成20年10月24日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 8,230 8,230 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 8,230 8,230 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成20年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 219 219 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 219 219 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 590,149  同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月29日 
至 平成23年４月28日 

 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 
資本組入額 

590,149 
295,075 

 同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３  同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 
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    ① 当社が株式分割または株式併合を行う場合 

    ② 当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び当 
     社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合、または、当社が時価を下回る価額で自 
     己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払 
     込金額は１株当たり処分価額を読み替えるものとする） 

     なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含まない。 

   ３．新株予約権の行使の条件について 
    ①新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締役 
     、監査役及び従業員の地位にあることを要するものとする。 
    ②新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。 
    ③その他の条件については、本株主総会決議及び新株予約権発行にかかる取締役会決議に基づき、別途当社と 
     新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 
    ④新株予約権を譲渡する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

（３）【ライツプランの内容】 
     該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年２月１日～ 
平成20年７月31日 

－ 8,230 － 291,647 － 272,747 
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（５）【大株主の状況】 

（６）【議決権の状況】 
①【発行済株式】 

平成20年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

山岡 正 札幌市北区 3,810 46.29 

山岡 江利子 東京都渋谷区 728 8.84 

丸千代山岡家社員持株会 札幌市東区東雁来７条１丁目４番19号 353 4.28 

谷内 輝彰 千葉県習志野市 310 3.76 

㈱エヌ・ジー・シー 東京都台東区浅草１丁目43番８号 301 3.65 

塩尻 栄子 埼玉県越谷市 175 2.12 

パーシングディビジョンオブ
ドナルドソンラフキンアンド
ジェンレットエスイーシーコ
ーポレイション 
（（常任代理人）シティバン
ク銀行株式会社） 

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW JERSEY U.S.A
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

150 1.82 

大和 茂夫 千葉県柏市 88 1.06 

朝日火災海上保険㈱ 東京都千代田区神田美土代町７ 82 0.99 

増田 春樹 千葉県成田市 75 0.99 

計 － 6,072 73.78 

平成20年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   －   － － 

完全議決権株式（自己株式等）   － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,230 8,230 

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株   － － － 

発行済株式総数 8,230 － － 

総株主の議決権 － 8,230 － 
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②【自己株式等】 

２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 
  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年７月31日現在

所有者の氏名又は
名称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成20年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 92,700 83,900 87,000 103,000 100,000 96,800 

最低（円） 84,800 69,700 73,100 79,600 90,000 90,000 
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第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 
 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。
以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ
き、当中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作
成しております。 

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年２月１日から平成19年７
月31日まで）及び当中間会計期間（平成20年２月１日から平成20年７月31日まで）の中間財務諸表について、創研合
同監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 
 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【中間財務諸表等】 
（１）【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 
（平成19年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成20年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成20年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   253,521     237,988     245,851     

２．たな卸資産   64,543     71,719     63,722     

３．前払費用   73,634     66,505     61,110     

４．繰延税金資産   33,519     4,130     3,628     

５．その他   12,395     9,786     8,549     

流動資産合計     437,615 11.6   390,131 10.3   382,861 10.3 

Ⅱ 固定資産                     

(1) 有形固定資産 ※１                   

１．建物 ※２ 1,889,940     1,910,530     1,888,842     

２．構築物   360,040     347,582     364,433     

３．土地 ※２ 340,516     340,516     340,516     

４．建設仮勘定   1,102     23,973     839     

５．その他   17,609     18,689     17,287     

有形固定資産合計   2,609,208     2,641,291     2,611,917     

(2) 無形固定資産   23,929     19,120     22,413     

(3) 投資その他の資産                     

１．投資有価証券   12,158     12,495     11,123     

２．敷金保証金   482,940     515,680     472,063     

３．保険積立金   126,985     120,460     121,307     

４．その他   94,235     94,024     95,801     

投資その他の資産
合計   716,319     742,660     700,296     

固定資産合計     3,349,457 88.4   3,403,072 89.7   3,334,627 89.7 

資産合計     3,787,072 100.0   3,793,203 100.0   3,717,489 100.0 
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    前中間会計期間末 
（平成19年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成20年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成20年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金   143,576     163,625     118,954     

２．短期借入金   －     36,668     －     

３．１年以内返済予定
長期借入金   541,066     607,508     555,726     

４．１年以内償還予定
社債   10,000     10,000     10,000     

５．未払金   361,592     330,357     333,859     

６．未払法人税等   14,601     35,590     3,500     

７．サービス券引当金   4,600     －     4,000     

８．その他 ※３ 63,565     40,496     77,943     

流動負債合計     1,139,001 30.1   1,224,246 32.3   1,103,983 29.7 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債   125,000     115,000     120,000     

２．長期借入金 ※２ 1,371,675     1,256,000     1,276,028     

３．長期未払金   3,677     －     175     

４．その他   30,003     28,001     29,002     

固定負債合計     1,530,356 40.4   1,399,001 36.9   1,425,206 38.3 

負債合計     2,669,357 70.5   2,623,248 69.2   2,529,189 68.0 
                      
（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     291,647 7.7   291,647 7.7   291,647 7.9 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   272,747     272,747     272,747    

資本剰余金合計     272,747 7.2   272,747 7.2   272,747 7.3 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   400     400     400    

(2）その他利益剰余
金                    

繰越利益剰余金   550,033     604,301     621,590    

利益剰余金合計     550,433 14.5   604,701 15.9   621,990 16.7 

株主資本合計     1,114,827 29.4   1,169,095 30.8   1,186,384 31.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評
価差額金     2,887 0.1   859 0.0   1,915 0.1 

評価・換算差額等合
計     2,887 0.1   859 0.0   1,915 0.1 

純資産合計     1,117,714 29.5   1,169,955 30.8   1,188,299 32.0 

負債及び純資産合計     3,787,072 100.0   3,793,203 100.0   3,717,489 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     3,073,272 100.0   3,307,088 100.0   6,444,178 100.0 

Ⅱ 売上原価     765,422 24.9   881,913 26.7   1,628,178 25.3 

売上総利益     2,307,849 75.1   2,425,175 73.3   4,816,000 74.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     2,359,547 76.8   2,396,781 72.4   4,736,017 73.5 

営業利益又は営業
損失(△)     △51,697 △1.7   28,393 0.9   79,982 1.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１   36,087 1.2   28,069 0.8   61,441 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２   24,285 0.8   22,789 0.7   49,255 0.8 

経常利益又は経常
損失(△)     △39,895 △1.3   33,673 1.0   92,168 1.4 

Ⅵ 特別利益  ※３   － －   16,966 0.5   2,684 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※４   35,578 1.2   － －   39,538 0.6 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△） 

    △75,473 △2.5   50,639 1.5   55,314 0.9 

法人税、住民税及
び事業税   6,300     28,900     36,920     

法人税等調整額   △30,486 △24,186 △0.8 △2,121 26,778 0.8 △1,876 35,044 0.6 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △51,286 △1.7   23,861 0.7   20,270 0.3 
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③【中間株主資本等変動計算書】 
前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 利益剰余
金合計 繰越利益剰余金 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 642,470 642,870 1,207,264 

中間会計期間中の変動額              

剰余金の配当（千円）         △41,150 △41,150 △41,150 

中間純損失（千円）         △51,286 △51,286 △51,286 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △92,436 △92,436 △92,436 

平成19年７月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 550,033 550,433 1,114,827 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

4,332 4,332 1,211,596 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）     △41,150 

中間純損失（千円）     △51,286 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

△1,445 △1,445 △1,445 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△1,445 △1,445 △93,881 

平成19年７月31日 残高 
（千円） 

2,887 2,887 1,117,714 
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当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 利益剰余
金合計 繰越利益剰余金 

平成20年１月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 621,590 621,990 1,186,384 

中間会計期間中の変動額              

剰余金の配当（千円）         △41,150 △41,150 △41,150 

中間純利益（千円）         23,861 23,861 23,861 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

              

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △17,288 △17,288 △17,288 

平成20年７月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 604,301 604,701 1,169,095 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成20年１月31日 残高 
（千円） 

1,915 1,915 1,188,299 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（千円）     △41,150 

中間純利益（千円）     23,861 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

△1,055 △1,055 △1,055 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△1,055 △1,055 △18,344 

平成20年７月31日 残高 
（千円） 

859 859 1,169,955 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 資本準備
金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 利益剰余
金合計 繰越利益剰余金 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 642,470 642,870 1,207,264 

事業年度中の変動額              

剰余金の配当（千円）         △41,150 △41,150 △41,150 

当期純利益（千円）         20,270 20,270 20,270 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 
（千円） 

              

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △20,879 △20,879 △20,879 

平成20年１月31日 残高 
（千円） 

291,647 272,747 272,747 400 621,590 621,990 1,186,384 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

4,332 4,332 1,211,596 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（千円）     △41,150 

当期純利益（千円）     20,270 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 
（千円） 

△2,417 △2,417 △2,417 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△2,417 △2,417 △23,297 

平成20年１月31日 残高 
（千円） 

1,915 1,915 1,188,299 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー         

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失（△） 

  △75,473 50,639 55,314 

減価償却費   127,951 132,819 267,634 

サービス券引当金の
（減少）額   △200 △4,000 △800 

受取利息及び受取配
当金   △404 △2,023 △877 

支払利息   23,324 20,835 46,488 

前期損益修正益   － － △2,684 

有形固定資産除却損   35,578 － 38,779 

たな卸資産の(増加)
減少額   △1,932 △7,997 5,346 

その他流動資産の
(増加)減少額   △2,378 △7,895 5,111 

長期前払費用の減少
額   1,268 4,098 1,379 

仕入債務の増加（減
少）額   17,855 44,671 △6,766 

その他流動負債の増
加（減少）額   14,592 △35,347 31,029 

その他固定負債の
(減少)額   △1,001 △1,001 △2,002 

小計   139,180 194,800 437,953 

利息及び配当金の受
取額   305 394 610 

利息の支払額   △21,474 △20,502 △41,696 

法人税等の還付額    － 3,441 1,142 

法人税等の支払額   △15,740 － △59,235 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー   102,270 178,133 338,775 
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前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー         

有形固定資産の取得
による支出   △92,820 △145,068 △236,382 

無形固定資産の取得
による支出   △2,300 △372 △4,275 

投資有価証券の取得
による支出   △600 △3,146 △1,200 

その他固定資産の
(増加)減少額   △971 △41,139 15,750 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー   △96,692 △189,725 △226,107 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー         

短期借入金の純増減
額   △26,000 36,668 △26,000 

長期借入れによる収
入   400,000 330,000 600,000 

長期借入金の返済に
よる支出   △229,199 △298,246 △510,186 

社債の償還による支
出   △5,000 △5,000 △10,000 

割賦未払金の(減少)
額   △42,697 △19,036 △71,281 

配当金の支払額   △40,600 △40,655 △40,789 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー   56,503 3,729 △58,256 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加（減少）額   62,081 △7,862 54,410 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高   191,440 245,851 191,440 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高   253,521 237,988 245,851 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価
方法 

  
  

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)
を採用しております。 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 同左 

その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)を採用し
ております。 

  
  
  

(2）たな卸資産 
 原材料、店舗食材 
 月次総平均法による原価法を
採用しております。 

(2) たな卸資産 
 原材料、店舗食材 
 同左 

(2) たな卸資産 
 原材料、店舗食材 
 同左 

２．固定資産の減価償却の方
法 

  

(1) 有形固定資産 
 定率法（ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物（附
属設備は除く）は定額法）を採
用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下の
通りであります。 
 ・建物      14～20年 
 ・構築物     10～30年 
 なお、定期借地権契約上の店
舗は、残存価額を零とした定額
法によっております。 
（会計方針の変更） 
 当社は、法人税法の改正
（（所得税法等の一部を改正す
る法律 平成19年３月30日 法
律第６号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令 平成
19年３月30日 政令第83号））
に伴い、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産の減価
償却方法については、改正後の
法人税法に基づく方法に変更し
ております。 
 これによる営業損失、経常損
失及び税引前中間純損失に与え
る影響は軽微であります。 

(1) 有形固定資産 
 定率法（ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物（附
属設備は除く）は定額法）を採
用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下の
通りであります。 
 ・建物      14～20年 
 ・構築物     10～30年 
 なお、定期借地権契約上の店
舗は、残存価額を零とした定額
法によっております。 
（追加情報） 
 当社は、法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31日以前に取
得した有形固定資産について
は、改正前の法人税法に基づく
減価償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した事業年
度の翌事業年度より、取得価額
の５％相当額と備忘価額との差
額を５年間にわたり均等償却
し、減価償却費に含めて計上し
ております。 
 これによる営業利益、経常利
益及び税引前中間純利益に与え
る影響は軽微であります。 

(1) 有形固定資産 
 定率法（ただし、平成10年４
月１日以降に取得した建物（附
属設備は除く）は定額法）を採
用しております。 
 なお、主な耐用年数は以下の
通りであります。 
 ・建物      14～20年 
 ・構築物     10～30年 
 なお、定期借地権契約上の店
舗は、残存価額を零とした定額
法によっております。 
（会計方針の変更） 
 当社は、法人税法の改正
（（所得税法等の一部を改正す
る法律 平成19年３月30日 法
律第６号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令 平成
19年３月30日 政令第83号））
に伴い、平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資産の減価
償却方法については、改正後の
法人税法に基づく方法に変更し
ております。 
 これによる営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益に与え
る影響は軽微であります。 

  
  

(2) 無形固定資産 
 定額法を採用しております。 
 なお、自社利用のソフトウエ
アについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づいて
おります。 

(2) 無形固定資産 
  同左 

(2) 無形固定資産 
  同左 

  
  

(3) 長期前払費用 
 定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 
  同左 

(3) 長期前払費用 
  同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

３．重要な引当金の計上基準 
  

サービス券引当金 
 販売促進を目的とする無料引換
券（サービス券）制度により発行
された引換券の未引換額に対し過
去の使用実績率に基づき、将来利
用されると見込まれる額を引当計
上しております。 

サービス券引当金 
 販売促進を目的とする無料引換
券（サービス券）制度により発行
された引換券の未引換額に対し過
去の使用実績率に基づき、将来利
用されると見込まれる額を引当計
上しております。 
（追加情報） 
 無料引換券（サービス券）の発
行は、平成19年12月31日をもって
終了いたしました。なお、すでに
発行した無料引換券（サービス
券）は、平成20年12月31日まで利
用可能となっております。 

サービス券引当金 
 同左 

（追加情報） 
 同左 

        

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

 同左  同左 

５．ヘッジ会計の方法 
  

(1) ヘッジ会計の方法 
 ヘッジ会計の特例処理を採用
しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 
 同左 

(1) ヘッジ会計の方法 
 同左 

  
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段・・・金利スワッ

プ取引 
 ヘッジ対象・・・借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
 同左 

  
  

(3) ヘッジ方針 
 金利変動リスクを回避するた
めに、特例処理の条件内でヘッ
ジを行っております。 

(3) ヘッジ方針 
 同左 

(3) ヘッジ方針 
 同左 

  
  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 特例処理によっているため、
有効性の評価を省略しておりま
す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
 同左 

６．中間キャッシュ・フロー
計算書（キャッシュ・フ
ロー計算書）における資
金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。 

 同左  同左 

７．その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 
 同左 

消費税等の会計処理 
 同左 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成19年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成20年７月31日） 

前事業年度末 
（平成20年１月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
900,712千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
1,164,979千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
1,035,825千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりで
あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりで
あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 
 担保に供している資産は次のとおりで
あります。 

建 物 89,408千円
土 地 340,516 
計 429,924 

建 物 83,722千円
土 地 340,516 
計 424,238 

建 物 87,841千円
土 地 340,516 
計 428,357 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 
長期借入金 261,000千円

計 261,000 

長期借入金 261,000千円

計 261,000 

長期借入金 261,000千円

計 261,000 

※３ 消費税等の取扱い 
 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相
殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、
流動負債の「その他」に含めて表示して
おります。 

※３ 消費税等の取扱い 
 同左 

※３ ―――――― 

前中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
賃貸収入 8,888千円
受取手数料 9,504千円
保険解約返戻金 11,139千円

賃貸収入 9,005千円
受取手数料 11,228千円

賃貸収入 17,451千円
受取手数料 21,334千円
保険解約返戻金 11,139千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 22,591千円
社債利息 732千円

支払利息 20,133千円
社債利息 702千円

支払利息 45,019千円
社債利息 1,469千円

※３ ―――――― 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

※４ ―――――― 

債権買取益 16,966千円
※３ 特別利益のうち主要なもの 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

前期損益修正益 2,684千円

建物除却損 30,721千円         建物除却損 33,701千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 124,498千円
無形固定資産 3,453千円

有形固定資産 129,154千円
無形固定資産 3,665千円

有形固定資産 260,690千円
無形固定資産 6,943千円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 
  前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 
 １．発行済株式に関する事項 

 ２．新株予約権等に関する事項 
   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 
 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 
   該当事項はありません。 

  当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 
 １．発行済株式に関する事項 

 ２．新株予約権等に関する事項 
   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 
 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 
   該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 8,230 － － 8,230 

合計 8,230 － － 8,230 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成19年４月19日 
定時株主総会 

普通株式 41,150 5,000 平成19年１月31日 平成19年４月20日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 8,230 － － 8,230 

合計 8,230 － － 8,230 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成20年４月25日 
定時株主総会 

普通株式 41,150 5,000 平成20年１月31日 平成20年４月28日 
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  前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 
 １．発行済株式に関する事項 

 ２．新株予約権等に関する事項 
   該当事項はありません。 

 ３．配当に関する事項 
 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 8,230 － － 8,230 

合計 8,230 － － 8,230 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成19年４月19日 
定時株主総会 

普通株式 41,150 5,000 平成19年1月31日 平成19年4月20日 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 配当の原資 １株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成20年４月25日 
定時株主総会 

普通株式 41,150 利益剰余金 5,000 平成20年１月31日 平成20年４月28日 

前中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関
係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年７月31日現在） （平成20年７月31日現在） （平成20年１月31日現在） 
  （千円）
現金及び預金勘定 253,521 

現金及び現金同等物 253,521 

  （千円）
現金及び預金勘定 237,988 

現金及び現金同等物 237,988 

  （千円）
現金及び預金勘定 245,851 

現金及び現金同等物 245,851 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額、減損損失累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額、減損損失累計額相当額及
び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額、減損損失累計額相当額及
び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 8,691 7,512 1,179 

工具器
具備品 311,643 140,275 171,368 

合計 320,335 147,788 172,547 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 4,433 4,211 221 

工具器
具備品 293,847 156,430 137,416 

合計 298,280 160,642 137,638 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運
搬具 4,433 3,768 664 

工具器
具備品 318,152 155,810 162,341 

合計 322,585 159,578 163,006 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 
未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 
未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 
未経過リース料期末残高相当額 

１年内 63,074千円
１年超 116,666 
合計 179,740 

１年内 57,545千円
１年超 85,210 
合計 142,755 

１年内 62,705千円
１年超 106,664 
合計 169,369 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取
崩額、減価償却費相当額、支払利息相当
額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取
崩額、減価償却費相当額、支払利息相当
額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取
崩額、減価償却費相当額、支払利息相当
額及び減損損失 

支払リース料 37,907千円
減価償却費相当額 33,577千円
支払利息相当額 3,800千円

支払リース料 36,005千円
減価償却費相当額 32,258千円
支払利息相当額 2,500千円

支払リース料 74,331千円
減価償却費相当額 66,030千円
支払利息相当額 6,942千円

４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数として、残存価
額を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 
 同左 

５．利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。 

（減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失はありま
せん。 

５．利息相当額の算定方法 
 同左 

（減損損失について） 
 同左 

５．利息相当額の算定方法 
 同左 

（減損損失について） 
 同左 
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（有価証券関係） 
 前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日）、当中間会計期間（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日）及び前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日）において子会社株式及
び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 
      該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 
      該当事項はありません。 

種類 

前中間会計期間 
（平成19年７月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 7,305 12,158 4,852 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 7,305 12,158 4,852 

種類 

当中間会計期間 
（平成20年７月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 11,051 12,495 1,444 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 11,051 12,495 1,444 
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前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価のない主な有価証券の内容 
      該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 
   前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日）、当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至
   平成20年７月31日）及び前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係） 
   前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 
   該当事項はありません。 

種類 

前事業年度 
（平成20年１月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 7,905 11,123 3,218 

(2) 債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 7,905 11,123 3,218 
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   当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 
   該当事項はありません。 

   前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 
  １．ストック・オプションの内容及び規模 

（注）１．会社法施行前に付与しているため、公正な評価単価（付与日）は記載しておりません。 
   ２．株式数に換算して記載しております。 

  ２．財務諸表への影響額 
    会社法施行前に付与しているため、株式報酬費用はありません。 

（持分法損益等） 
 前中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 
 該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成20年２月１日 至 平成20年７月31日） 
 該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日） 
 該当事項はありません。 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 取締役３名、監査役１名及び従業員117名 

 ストック・オプションの付与数（注）２ 普通株式 270株 

 付与日 平成18年４月28日 

 権利確定条件 
 付与日（平成18年４月28日）から権利確定日（平成20年
４月29日）まで継続して、当社の取締役、監査役及び従業
員の地位にあること。 

 対象勤務期間  定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年４月29日～平成23年４月28日 

 権利行使価格      （円） 590,149 

 公正な評価単価（付与日）（円） － 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 

（２）【その他】 
該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

１株当たり純資産額 135,809.83円
１株当たり中間純損
失金額 

△6,231.68円

１株当たり純資産額 142,157.42円
１株当たり中間純利
益金額 

2,899.33円

１株当たり純資産額 144,386.35円
１株当たり当期純利
益金額 

2,462.98円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、潜在株式が存在するもの
の１株当たり中間純損失であるため記載して
おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益金額については、希薄化効果を有している
潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、希薄化効果を有している
潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成20年２月１日 
至 平成20年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成19年２月１日 
至 平成20年１月31日） 

中間（当期）純利益又は 
中間純損失（△）（千円） 

△51,286 23,861 20,270 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は 
中間純損失（△）（千円） 

△51,286 23,861 20,270 

期中平均株式数（株） 8,230 8,230 8,230 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益金額
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類 
（新株予約権の数 239個） 
 なお、概要は「第４提出会
社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。 

新株予約権１種類 
（新株予約権の数 219個） 
 なお、概要は「第４提出会
社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。 

新株予約権１種類 
（新株予約権の数 233個） 
 なお、概要は「第４提出会
社の状況、１株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記
載のとおりであります。 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
（1）有価証券報告書及びその添付書類 
事業年度（第15期）（自 平成19年２月１日 至 平成20年１月31日）平成20年４月25日北海道財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年10月29日 

株式会社丸千代山岡家  

  取締役会 御中      

  創研合同監査法人  

 
代表社員 
業務執行社員   公認会計士 佐野 芳孝  印 

 
代表社員 
業務執行社員   公認会計士 本間 寛   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社丸千代山岡家の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成19年２

月１日から平成19年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社丸千代山岡家の平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年２月

１日から平成19年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

  平成20年10月24日 

株式会社丸千代山岡家  

  取締役会 御中      

  創研合同監査法人  

 
代表社員 
業務執行社員   公認会計士 本間 寛   印 

  業務執行社員   公認会計士 桑原 茂樹  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社丸千代山岡家の平成20年２月１日から平成21年１月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成20年２

月１日から平成20年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社丸千代山岡家の平成20年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年２月

１日から平成20年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が
別途保管しております。 
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